
JP 6841693 B2 2021.3.10

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐火性骨材を粘結剤で被覆してなるコーテッドサンドを用いて薄い砂層を形成した後、
かかる砂層に水性媒体を散布して加熱することによって、所定の二次元パターンの固化層
乃至硬化層を形成する作業を繰り返して、該固化層乃至硬化層を積層することにより、目
的とする立体形状の積層鋳型を製造する方法において、
　前記コーテッドサンドとして、前記耐火性骨材の表面に、粘結剤としての水ガラスと共
に、界面活性剤を含有する被覆層を形成して得られる、乾態のコーテッドサンドを用いる
ことを特徴とする積層鋳型の製造方法。
【請求項２】
　前記界面活性剤が、陽イオン性界面活性剤、陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、
非イオン性界面活性剤、シリコーン系界面活性剤及びフッ素系界面活性剤からなる群より
選ばれることを特徴とする請求項１に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項３】
　前記界面活性剤の含有量が、前記コーテッドサンドにおける水ガラスの固形分の１００
質量部に対して、０．１～２０．０質量部の割合であることを特徴とする請求項１又は請
求項２に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項４】
　前記水性媒体が、界面活性剤を含んでいることを特徴とする請求項１乃至請求項３の何
れか１項に記載の積層鋳型の製造方法。
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【請求項５】
　前記水性媒体が、硬化促進剤、保湿剤、乾燥促進剤、及び防腐剤のうちの少なくとも何
れかを、更に含んでいることを特徴とする請求項４に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項６】
　前記水性媒体の粘度が０．１～５０ｃＰであり、且つ表面張力が１５～５０ｍＮ／ｍで
あることを特徴とする請求項１乃至請求項５の何れか１項に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項７】
　前記コーテッドサンドが、その表面に、滑剤を更に含有していることを特徴とする請求
項１乃至請求項６の何れか１項に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項８】
　前記滑剤の含有量が、前記コーテッドサンドにおける水ガラスの固形分の１００質量部
に対して、０．１～１０．０質量部の割合であることを特徴とする請求項７に記載の積層
鋳型の製造方法。
                                                                                
【請求項９】
　前記コーテッドサンドにおける含水分量が、水ガラスの固形分量の５～５５質量％であ
ることを特徴とする請求項１乃至請求項８の何れか１項に記載の積層鋳型の製造方法。
【請求項１０】
　前記砂層への水性媒体の散布が、インクジェット方式の散布装置を用いて行われること
を特徴とする請求項１乃至請求項９の何れか１項に記載の積層鋳型の製造方法。
                                                                                

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層鋳型の製造方法に係り、特に、薄い砂層を形成すると共に、これを一層
ずつ所定形状に硬化させることを繰り返し、その形成される複数の砂層を積層一体化させ
ることにより、目的とする三次元形状の砂鋳型を製造する方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、三次元プリント方式による積層成形技術が盛んに研究され、実用化されてきてい
る。また、そのような積層成形技術を鋳型の造形に応用し、鋳型の試作や多品種少量生産
用の鋳型の製造が、世界各地で検討されており、その中で、レーザ方式やインクジェット
方式による積層鋳型の造形方法が提案されている。なお、それらレーザ方式とインクジェ
ット方式の中でも、インクジェット方式の製造装置の方が、レーザ方式のものに比べて、
装置が安価となる利点を有している。
【０００３】
　ところで、従来のレーザ方式による鋳型の積層造形方法としては、例えば、特開平９－
１６８８４０号公報（特許文献１）に明らかにされているような、積層法による砂鋳型の
造形方法が、提案されている。そして、その方法においては、樹脂被覆砂（レジンコーテ
ッドサンド）を散布して薄い砂層を形成する砂層形成工程と、この薄く成層された砂層の
所定の部分をレーザの照射によって硬化させる硬化工程とを含み、これによって、砂鋳型
の一つの層を形成すると共に、それらの工程を順次繰り返して、目的とする砂鋳型の各断
面形状に対応した硬化砂層を順次積層し、砂の三次元造形物である砂鋳型を造形するよう
になっている。
【０００４】
　しかしながら、そのようなレーザ方式の積層法による砂鋳型の造形方法にあっては、レ
ーザの照射による加熱によって、樹脂被覆砂を加熱硬化させるようにした構成であるため
に、レーザ照射による加熱の際に、有機物の臭気が発生するという問題が内在している。
また、レーザ照射の有無により、砂層に温度差が生じることとなるところから、内部応力
が発生し易くなり、長期間保管すると、砂鋳型に反りや歪みが発生する問題がある。更に
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、所定の部分をレーザ照射して加熱硬化させるには、高出力で精密な制御が必要であり、
また高価なレーザ照射装置が必要となると共に、加熱のために非常に多くのエネルギが必
要になるという問題も内在している。
【０００５】
　一方、インクジェット方式による鋳型の積層造形方法として、特開２０１１－２３０４
２１号公報（特許文献２）においては、水溶性ポリマを含有した立体造形粉体によって層
を形成する層形成工程と、この層形成工程おいて形成された層に、水を溶媒とする造形液
をインクジェットヘッドから吐出させることで、立体造形粉体が造形液に溶解することに
よって生じる生成物を有する層を生成する生成工程とを備える立体造形物の製造方法が、
明らかにされている。
【０００６】
　そして、そこでは、水の蒸発を抑制すると共に、造形液を増粘させる増粘湿潤剤と、界
面活性剤とを、用いられる造形液に含有せしめ、更にｐＨを７～９に調製することによっ
て、目的とする立体造形物を所望の形状通りに造形することが出来るとされているのであ
るが、そこにおいて、かかる造形液をインクジェットヘッドから立体造形粉体の層に散布
せしめると、乾態の粉体と造形液とが馴染まずに、粉体への造形液の浸透に時間がかかる
という問題がある。特に、水ガラスを粘結剤として耐火性骨材を被覆してなるコーテッド
サンド（被覆砂）を用いた場合に、コーテッドサンドに水をはじくような作用が起こるた
め、砂層への造形液の浸透が遅れることで、成形時間が長くなり、成形不良が発生し易い
という問題があった。また、浸透の遅れの対策として造形液の量を多めにする対策が考え
られるが、多めに撒いた造形液による滲みが発生して、造形した鋳型の形状が変化したり
、寸法精度が悪くなったりする問題が惹起されるようになるのである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平９－１６８８４０号公報
【特許文献２】特開２０１１－２３０４２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ここにおいて、本発明は、かくの如き事情を背景にして為されたものであって、その解
決すべき課題とするところは、積層造形に際して、粘結剤として水ガラスを用いた乾態の
コーテッドサンド（被覆砂）における水分に対する濡れ性を向上せしめることにより、そ
のような乾態のコーテッドサンドに散布液体が馴染み易くなるようにした、積層鋳型の改
良された製造方法を提供することにあり、また他の課題とすることころは、水性媒体の散
布量を必要最小限にして、加熱時間を少なくさせることで、成形サイクルを短くし、使用
する熱量も少なくすることが出来る積層鋳型の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　かかる状況下、本発明者らが、積層造形手法について鋭意検討を重ねた結果、鋳物砂と
して、水ガラスと界面活性剤とを含む被覆層にて耐火性骨材を被覆してなるコーテッドサ
ンドを用いると共に、形成される鋳型層の固化乃至は硬化を水性媒体の散布と加熱によっ
て行うことにより、上述の如き課題が悉く解決され得ることを見出し、本発明を完成する
に至ったのである。
【００１０】
　そして、本発明は、上記せる課題を解決するために、以下に列挙せる如き各種の態様に
おいて、好適に実施され得るものである。なお、以下に記載の各態様は、任意の組み合わ
せで採用可能である。また、本発明の態様乃至は技術的特徴は、以下に記載のものに限定
されることなく、明細書全体の記載及び図面に記載の発明思想に基づいて認識されること
が理解されるべきである。
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【００１１】
（１）耐火性骨材を粘結剤で被覆してなるコーテッドサンドを用いて薄い砂層を形成した
　　後、かかる砂層に水性媒体を散布して加熱することによって、所定の二次元パターン
　　の固化層乃至硬化層を形成する作業を繰り返して、該固化層乃至硬化層を積層するこ
　　とにより、目的とする立体形状の積層鋳型を製造する方法において、前記コーテッド
　　サンドとして、前記耐火性骨材の表面に、粘結剤としての水ガラスと共に、界面活性
　　剤を含有する被覆層を形成して得られる、乾態のコーテッドサンドを用いることを特
　　徴とする積層鋳型の製造方法。
（２）前記界面活性剤が、陽イオン性界面活性剤、陰イオン性界面活性剤、両性界面活性
　　剤、非イオン性界面活性剤、シリコーン系界面活性剤及びフッ素系界面活性剤からな
　　る群より選ばれることを特徴とする前記態様（１）に記載の積層鋳型の製造方法。
（３）前記界面活性剤の含有量が、前記コーテッドサンドにおける水ガラスの固形分の１
　　００質量部に対して、０．１～２０．０質量部の割合であることを特徴とする前記態
　　様（１）又は前記態様（２）に記載の積層鋳型の製造方法。
（４）前記水性媒体が、界面活性剤を含んでいることを特徴とする前記態様（１）乃至前
　　記態様（３）の何れか１つに記載の積層鋳型の製造方法。
（５）前記水性媒体が、硬化促進剤、保湿剤、乾燥促進剤、及び防腐剤のうちの少なくと
　　も何れかを、更に含んでいることを特徴とする前記態様（４）に記載の積層鋳型の製
　　造方法。
（６）前記水性媒体の粘度が０．１～５０ｃＰであり、且つ表面張力が１５～５０ｍＮ／
　　ｍであることを特徴とする前記態様（１）乃至前記態様（５）の何れか１つに記載の
　　積層鋳型の製造方法。
（７）前記コーテッドサンドが、その表面に、滑剤を更に含有していることを特徴とする
　　前記態様（１）乃至前記態様（６）の何れか１つに記載の積層鋳型の製造方法。
（８）前記滑剤の含有量が、前記コーテッドサンドにおける水ガラスの固形分の１００質
　　量部に対して、０．１～１０．０質量部の割合であることを特徴とする前記態様（１
　　）乃至前記態様（７）の何れか１つに記載の積層鋳型の製造方法。
（９）前記コーテッドサンドにおける含水分量が、水ガラスの固形分量の５～５５質量％
　　であることを特徴とする前記態様（１）乃至前記態様（８）の何れか１つに記載の積
　　層鋳型の製造方法。
（１０）前記砂層への水性媒体の散布が、インクジェット方式の散布装置を用いて行われ
　　ることを特徴とする前記態様（１）乃至前記態様（９）の何れか１つに記載の積層鋳
　　型の製造方法。
【発明の効果】
【００１２】
　このような本発明に従う積層鋳型の製造方法によれば、以下に列挙せる如き各種の効果
が奏され得ることとなるのである。
（ａ）コーテッドサンドにおける水分に対する濡れ性が向上することとなるため、乾態の
　　コーテッドサンドに散布液体が馴染み易くなり、コーテッドサンドへの水性媒体の浸
　　透を向上させることが出来る。
（ｂ）コーテッドサンドの水分への濡れ性のよさにより、積層体における層と層との間の
　　結合を強固にすると共に、各層の硬化のばらつきがなく、安定して積層されることと
　　なるため、鋳型の強度が向上する。
（ｃ）コーテッドサンドの水分への濡れ性のよさにより、水性媒体の散布量を必要最低限
　　にすることが可能となる。
（ｄ）水性媒体の散布量が必要最低限になることにより、加熱時間が短縮され得て、成形
　　サイクルを短くすることが出来、そのために消費熱量が少なくて済む利点を生じる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明に従う積層鋳型の製造方法の一例において採用される第一工程を示す概略
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説明図であって、（ａ）はコーテッドサンドを散布している状態、（ｂ）は散布されたコ
ーテッドサンドを平面展開している状態を、それぞれ示している。
【図２】本発明に従う積層鋳型の製造方法の一例において採用される第二工程を示す概略
説明図である。
【図３】本発明に従う積層鋳型の製造方法の一例において採用される第三工程を示す概略
説明図である。
【図４】図１～図３に示される工程からなる１ターンの工程後の形態を示す概略説明図で
ある。
【図５】本発明に従う積層鋳型の製造方法の各工程を繰り返して、複数層の鋳型層を積層
形成した状態を示す概略説明図である。
【図６】図１～図５に示される本発明に従う積層鋳型の製造方法の実施形態において得ら
れた積層鋳型を示す概略説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の構成を更に具体的に明らかにするために、本発明の代表的な実施の形態
について、図面を参照しつつ、詳細に説明することとする。
【００１５】
　先ず、本発明において用いられるコーテッドサンド（被覆砂）は、一般に、耐火性骨材
に対して、粘結剤として、水溶液の状態にある水ガラスを混合せしめ、更に界面活性剤を
混合せしめ、そしてその得られた混合物から水分を蒸発させることにより、換言すれば水
溶液の状態にある水ガラスの水分や界面活性剤によって持ち込まれる水分を蒸発させるこ
とによって、製造されるものであり、粘結剤である水ガラスの固形分と界面活性剤を含有
する乾燥した被覆層が、所定厚さにおいて、かかる耐火性骨材の表面に形成されてなる、
乾態のものであって、良好な常温流動性を有しているものである。
【００１６】
　ここで、本発明における「常温流動性を有する乾態のコーテッドサンド」とは、含水分
量にかかわらず、動的安息角を測定した際に測定値が得られるコーテッドサンドを意味す
る。この動的安息角とは、軸方向の一方の端部が透明な板材で閉塞されてなる円筒内に、
測定されるべきコーテッドサンドを収容して（例えば、直径７．２ｃｍ×高さ１０ｃｍの
容器に、その体積の半分まで、コーテッドサンドを入れる）、軸心が水平方向となるよう
に保持し、一定速度（例えば、２５ｒｐｍ）で水平な軸心回りに回転させることにより、
円筒内で流動しているコーテッドサンド層の斜面が平坦面状となったときに、かかる斜面
と水平面との間に形成される角度をいう。これに対して、例えば、コーテッドサンドが湿
ったような状態で、円筒内で流動せずに、コーテッドサンド層の斜面が平坦面として形成
されず、その結果、動的安息角を測定することが出来ないものは、湿態のコーテッドサン
ドと称することとする。
【００１７】
　そして、そのような本発明に従う常温流動性を有する乾態のコーテッドサンドは、その
含水分量が、耐火性骨材の表面を覆う被覆層に含まれる水ガラスの固形分量に対して、５
～５５質量％の割合に相当する量であることが望ましく、中でも１０～５０質量％である
ことがより望ましく、更に２０～５０質量％であることが最も望ましい。このコーテッド
サンドにおける含水分量が、被覆層中の水ガラスの固形分量に対して５質量％に相当する
量よりも少なくなると、水ガラスがガラス化して、鋳型造形の際に再び水を添加しても、
溶液状に戻らない恐れがあり、一方、５５質量％に相当する量よりも多くなると、コーテ
ッドサンドが乾態状態とはならない恐れがある。なお、コーテッドサンドにおける含水分
量の測定方法としては、特に限定されるものではなく、水ガラスや界面活性剤等の種類に
応じた手法が適宜に採用可能である。具体的には、後述の実施例の欄に記載の測定方法を
、例示することが出来る。
【００１８】
　なお、本発明において用いられるコーテッドサンドを構成する耐火性骨材としては、鋳
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型の基材として機能する耐火性物質であって、従来から鋳型用として利用されている各種
の耐火性粒状乃至は粉状材料が何れも用いられ得、具体的には、ケイ砂、再生ケイ砂を始
めとして、アルミナサンド、オリビンサンド、ジルコンサンド、クロマイトサンド等の特
殊砂や、フェロクロム系スラグ、フェロニッケル系スラグ、転炉スラグ等のスラグ系粒子
；アルミナ系粒子、ムライト系粒子等の人工粒子及びこれらの再生粒子；アルミナボール
、マグネシアクリンカー等を、挙げることが出来る。なお、これらの耐火性骨材は、新砂
であっても、或いは鋳物砂として鋳型の造形に一回、或いは複数回使用された再生砂又は
回収砂であっても、更には、そのような再生砂や回収砂に新砂を加えて混合せしめてなる
混合砂であっても、何ら差支えない。そして、そのような耐火性骨材は、一般に、ＡＦＳ
指数で４０～２００程度の粒度のものとして、好ましくは、５０～１５０程度の粒度のも
のとして、用いられることとなる。
【００１９】
　また、本発明に用いられるコーテッドサンドにおいては、上述の如き耐火性骨材を被覆
する粘結剤として、水ガラスを主成分とするものが用いられることとなる。ここで、水ガ
ラスとは、水溶性のケイ酸化合物であり、そのようなケイ酸化合物としては、例えば、ケ
イ酸ナトリウム、ケイ酸カリウム、メタケイ酸ナトリウム、メタケイ酸カリウム、ケイ酸
リチウム、ケイ酸アンモニウム等を挙げることが出来るが、それらの中でも、特に、ケイ
酸ナトリウム（ケイ酸ソーダ）が、本発明では有利に用いられることとなる。また、粘結
剤としては、水ガラスが主成分として用いられる限りにおいて、公知の他の水溶性バイン
ダ、例えば、熱硬化性樹脂、糖類、タンパク質、合成高分子、塩類や無機高分子等を併用
することが可能である。なお、そのような他の水溶性バインダを水ガラスと併用する場合
、粘結剤全体における水ガラスの割合は、６０質量％以上であることが好ましく、より好
ましくは８０質量％以上、最も好ましくは９０％質量以上である。
【００２０】
　ここで、ケイ酸ナトリウムは、通常、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比により、１号～５号
の種類に分類されて、用いられている。具体的には、ケイ酸ナトリウム１号は、ＳｉＯ2 
／Ｎａ2Ｏ のモル比が２．０～２．３であるものであり、またケイ酸ナトリウム２号は、
ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が２．４～２．６であるものであり、更にケイ酸ナトリウム
３号は、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が２．８～３．３であるものである。加えて、ケイ
酸ナトリウム４号は、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が３．３～３．５であるものであり、
またケイ酸ナトリウム５号は、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が３．６～３．８であるもの
である。これらの中で、ケイ酸ナトリウム１号～３号は、ＪＩＳ－Ｋ－１４０８にても規
定されている。そして、これら各種のケイ酸ナトリウムは、本発明において、単独での使
用の他、混合して用いられてもよく、また混合することで、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比
を調製することも可能である。
【００２１】
　本発明においては、乾態のコーテッドサンドを有利に得るべく、粘結剤として用いられ
る水ガラスを構成するケイ酸ナトリウムは、そのＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が、一般に
１．９以上、好ましくは２．０以上、より好ましくは２．１以上であることが望ましく、
上記したケイ酸ナトリウムの分類においては、１号及び２号に相当するケイ酸ナトリウム
が、特に有利に用いられることとなる。かかるケイ酸ナトリウム１号及び２号は、それぞ
れ、水ガラス中のケイ酸ナトリウム濃度が広い範囲においても、安定して、特性の良好な
乾態のコーテッドサンドを与えるものである。また、そのようなケイ酸ナトリウムにおけ
るＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比の上限は、水溶液の形態にある水ガラスの特性に応じて、
適宜に選定されることとなるが、一般に３．５以下、好ましくは３．２以下、より好まし
くは２．７以下とされることとなる。ここで、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比が１．９より
も小さくなると、水ガラスの粘性が低くなり、水分量をかなり低くしなければ、コーテッ
ドサンドを乾態とすることが困難となる恐れがあり、その一方、３．５よりも大きくなる
と、水への溶解度が低下して、接着面積が稼げず、最終的に得られる鋳型の強度が低下す
る恐れがある。



(7) JP 6841693 B2 2021.3.10

10

20

30

40

50

【００２２】
　また、本発明において用いられる水ガラスは、水に溶けた状態のケイ酸化合物の溶液の
ことを意味し、市場において購入されたままの原液の状態において用いられる他、そのよ
うな原液に水を添加して、希釈した状態において用いることも可能である。そして、その
ような水ガラスから、水や溶剤等の、揮発する物質を除いた不揮発分（水ガラス成分）を
固形分と言い、これが、上記したケイ酸ナトリウム等の可溶性のケイ酸化合物に相当する
ものである。また、そのような固形分（不揮発分）の割合が高い程、水ガラス中のケイ酸
化合物濃度は、高くなるものである。従って、本発明において用いられる水ガラスの固形
分とは、それが原液のみにて構成される場合においては、かかる原液中の水分量を除いた
量に相当することとなり、一方、原液を水にて希釈して得られる希釈液が用いられる場合
にあっては、原液中の水分量と希釈に用いられた水の量とを除いた量が、使用される水ガ
ラスの固形分に相当することとなる。
【００２３】
　さらに、そのような水ガラス中の固形分は、水ガラス成分（可溶性ケイ酸化合物）の種
類等に応じて適宜の割合とされることとなるが、有利には、２０～５０質量％の割合にお
いて含有せしめられていることが望ましい。この固形分に相当する水ガラス成分を適度に
水溶液中に存在せしめることによって、耐火性骨材との混合（混練）時に、かかる耐火性
骨材に対して、ムラなく、均一に、水ガラス成分を被覆させることが出来、それによって
、目的とする鋳型を有利に造形することが可能となる。なお、水ガラス中における水ガラ
ス成分の濃度が低くなり過ぎて、固形分の合計量が２０質量％未満となると、コーテッド
サンドの乾燥のために、加熱温度を高くしたり、加熱時間を長くしたりする必要があり、
そのために、エネルギーロス等の問題が惹起されるようになる。また、水ガラス中におけ
る固形分の割合が高くなり過ぎると、耐火性骨材の表面を、水ガラス成分にて均一に被覆
することが困難となり、目的とする鋳型の特性の向上にも問題を惹起するところから、か
かる固形分は５０質量％以下、従って水分量が５０質量％以上の割合となるように、水溶
液の形態にある水ガラスを調製することが望ましい。
【００２４】
　そして、かかる水ガラスは、耐火性骨材の１００質量部に対して、不揮発分のみとして
考えた場合の固形分換算で０．１～５．０質量部の割合において用いられることが望まし
く、中でも、０．３～４．０質量部の割合が特に有利に採用されて、耐火性骨材の表面に
、所定の被覆層が形成されることとなる。ここで、固形分の測定は、以下のようにして実
施される。即ち、アルミ箔製皿（縦：９０ｍｍ、横：９０ｍｍ、高さ：１５ｍｍ）内に、
試料１０ｇを秤量して収容し、１８０±１℃に保持した加熱板上に置き、２０分間放置し
た後、かかる試料皿を反転させて、更に２０分間、上記加熱板上に放置する。その後、試
料皿を加熱板上から取り出して、デシケータ中で放冷した後、秤量を行って、次式により
、固形分（質量％）が算出される。
　　固形分（質量％）＝［乾燥後の質量（ｇ）／乾燥前の質量（ｇ）］×１００
【００２５】
　なお、本発明において水ガラスの使用量が少なくなり過ぎると、耐火性骨材の表面に被
覆層が形成され難くなり、鋳型造形時のコーテッドサンドの固化乃至は硬化が充分に進行
し難くなる恐れがある。また、水ガラスの使用量が多くなり過ぎても、耐火性骨材の表面
に、余分な量の水ガラスが付着して、均一な被覆層が形成され難くなると共に、コーテッ
ドサンドが相互に固着して団塊化（複合粒子化）する恐れもあり、そのために、最終的に
得られる鋳型の物性に悪影響をもたらし、加えて、金属溶湯を鋳込んだ後の中子の砂落と
しを難しくする問題も惹起する恐れがある。
【００２６】
　ところで、本発明に用いられるコーテッドサンドにおいては、耐火性骨材の表面を覆う
被覆層中に、水ガラスと共に、更に、界面活性剤が含有せしめられているところに、大き
な特徴が存しているのである。このように、水ガラスを含む被覆層中に、更に界面活性剤
が含有せしめられていることにより、本発明に従うコーテッドサンドは、水の浸透性、換
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言すれば水への濡れ性が、優れたものとなっている。このため、コーテッドサンドに対し
て鋳型造形時に水分が供給されると、供給された水分と水ガラスとの間を界面活性剤が仲
介することにより、少量の水分であっても、コーテッドサンド全体が効果的に湿態化する
こととなるのであり、以て、１）コーテッドサンドへの水分の供給時間（例えば、インク
ジェットによって水分を供給する場合には、砂層に水を散布して砂層へ浸透するまでの時
間）を必要最低限に抑えることが可能ならしめられ、また、２）水への濡れ性が優れるこ
とにより、積層体における層と層との間の結合をより強固にして、層間強度（層間の剥離
に対する強さ）を向上せしめ、更に、３）少量の水分の散布量により加熱時間（加熱によ
り散布された水分を乾燥させる時間）を必要最小限に短縮することによって、成形サイク
ルを短縮させると共に、使用する熱量を最小限にとどめることが出来る等の効果を、有利
に享受することが可能である。
【００２７】
　ここで、本発明において、水ガラスを含む被覆層中に含有せしめられる界面活性剤の量
は、被覆層における水ガラスの固形分量の１００質量部に対して、０．１～２０．０質量
部の割合であることが望ましく、中でも０．５～１５．０質量部が好ましく、特に０．７
５～１２．５質量部であることが好ましい。なお、そこにおいて、含有せしめられる界面
活性剤の量が少な過ぎると、上記した効果を有利に享受することが出来ない恐れがあり、
その一方、界面活性剤の量が多過ぎても、また使用量に応じた効果の向上が認められず、
また界面活性剤によっては、水ガラスが乾態化する際に固体化せず、コーテッドサンドが
湿態化する恐れがあり、更には、費用対効果の観点より得策ではない。本発明においては
、界面活性剤として、陽イオン性界面活性剤、陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、
非イオン性界面活性剤、シリコーン系界面活性剤及びフッ素系界面活性剤の何れをも用い
ることが、可能である。
【００２８】
　具体的には、陽イオン性界面活性剤としては、脂肪族アミン塩、脂肪族４級アンモニウ
ム塩、ベンザルコニウム塩、塩化ベンゼトニウム、ピリジニウム塩、イミダゾリニウム塩
等が挙げられる。また、陰イオン性界面活性剤としては、脂肪酸石鹸、Ｎ－アシル－Ｎ－
メチルグリシン塩、Ｎ－アシル－Ｎ－メチル－β－アラニン塩、Ｎ－アシルグルタミン酸
塩、アルキルエーテルカルボン酸塩、アシル化ペプチド、アルキルスルホン酸塩、アルキ
ルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ジアルキルスルホ琥珀酸エ
ステル塩、アルキルスルホ酢酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、Ｎ－アシルメチルタウ
リン、硫酸化油、高級アルコール硫酸エステル塩、第２級高級アルコール硫酸エステル塩
、アルキルエーテル硫酸塩、第２級高級アルコールエトキシサルフェート、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル硫酸塩、モノグリサルフェート、脂肪酸アルキロールア
ミド硫酸エステル塩、アルキルエーテルリン酸エステル塩、アルキルリン酸エステル塩等
が挙げられる。更に、両性界面活性剤としては、カルボキシベタイン型、スルホベタイン
型、アミノカルボン酸塩、イミダゾリニウムベタイン等が挙げられる。加えて、非イオン
性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン２級
アルコールエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル（例えば、エマルゲ
ン９１１）、ポリオキシエチレンステロールエーテル、ポリオキシエチレンラノリン誘導
体、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル（例えば、ニューポール
ＰＥ－６２）、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンヒマ
シ油、硬化ヒマシ油、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンソルビトール脂肪酸エステル、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、脂肪酸モノグ
リセリド、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、プロピレングリ
コール脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、脂肪酸アルカノールアミド、ポリオキシ
エチレン脂肪酸アミド、ポリオキシエチレンアルキルアミン、アルキルアミンオキサイド
、アセチレングリコール、アセチレンアルコール等が挙げられる。
【００２９】
　また、従来より公知の界面活性剤のうち、特に、非極性部位としてシロキサン構造を有
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するものをシリコーン系界面活性剤と言い、パーフルオロアルキル基を有するものをフッ
素系界面活性剤と言うが、本発明においては、その何れもが対象とされることとなる。そ
して、シリコーン系界面活性剤としては、ポリエステル変性シリコーン、アクリル末端ポ
リエステル変性シリコーン、ポリエーテル変性シリコーン、アクリル末端ポリエーテル変
性シリコーン、ポリグリセリン変性シリコーン、アミノプロピル変性シリコーン等を挙げ
ることが出来る。また、フッ素系界面活性剤としては、パーフルオロアルキルスルフォン
酸塩、パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキルリン酸エステル、パー
フルオロアルキルトリメチルアンモニウム塩、パーフルオロアルキルエチレンオキサイド
付加物、パーフルオロアルキル基含有オリゴマー等が挙げられる。これら各種の界面活性
剤は、単独で、又は２種類以上を混合して、用いられることとなる。
【００３０】
　さらに、本発明に用いられるコーテッドサンドにおいては、上述した界面活性剤の他に
も、更なる添加剤として、保湿剤を用いて、被覆層に含有せしめることも有効である。水
ガラスや界面活性剤を含む被覆層に、保湿剤を更に含有せしめることにより、鋳型造形の
際に、水分に濡れて湿態化したコーテッドサンドの膨潤性を、加熱によって固化又は硬化
されるまで、安定して維持することが可能となる。本発明における保湿剤の含有量は、被
覆層における水ガラスの固形分の１００質量部に対して、０．１～２０．０質量部の割合
であることが望ましく、中でも０．５～１５．０質量部がより望ましく、０．７５～１２
．５質量部であることが最も望ましい。また、そのような保湿剤としては、多価アルコー
ル、水溶性高分子化合物、炭化水素類、糖類、タンパク質、無機化合物等を選択して、用
いることが出来る。
【００３１】
　具体的には、多価アルコールとしては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ジプロ
ピレングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、１，２－ブタンジオー
ル、１，２－ペンタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，２－ヘキサンジオール
、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，２－ヘプタ
ンジオール、１，２－オクタンジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、チオグリコ
ール、ヘキシレングリコール、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロ
パン等が挙げられる。水溶性高分子化合物とは、特に分子量１０００当り、アルコール性
水酸基を５～２５個有している化合物を指すものである。このような水溶性高分子化合物
としては、ポリビニルアルコール及びその各種変性物等のビニルアルコール系重合体；ア
ルキルセルロース、ヒドロキシアルキルセルロース、アルキルヒドロキシアルキルセルロ
ース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピル
メチルセルロース等のセルロース誘導体；アルキル澱粉、カルボキシルメチル澱粉、酸化
澱粉等の澱粉誘導体；ポリアクリル酸ナトリウム等の吸水性高分子等が挙げられる。炭化
水素類としては、脂肪族炭化水素、脂環式炭化水素、芳香族炭化水素、石油エーテル、石
油ベンジル、テトラリン、デカリン、ターシャリーアミルベンゼン、ジメチルナフタリン
等が挙げられる。糖類としては、単糖類、オリゴ糖、デキストリン等の多糖類等を挙げる
ことが出来、その中で、単糖類は、加水分解によって更に簡単な糖類に分解することのな
い糖類であり、好ましくは三炭糖（炭素原子３個を持つ単糖類）～十炭糖（炭素原子１０
個を持つ単糖類）、より好ましくは六炭糖（炭素原子６個を持つ単糖類）である。タンパ
ク質としては、ゼラチン等が挙げられる。加えて、無機化合物としては、食塩、硫酸ソー
ダ、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、ケイ酸塩等が挙げられる。これら各種の保湿剤
は、単独で、又は２種類以上を混合して、用いられることとなる。
【００３２】
　なお、従来より公知の各種保湿剤には、水溶性のものから難水溶性のものまで含まれて
いるが、本発明においては、常温（２５℃）の水に投入した際に、粘度の上昇が低い保湿
剤が有利に用いられる。具体的には、水溶性の保湿剤の場合、常温の水に、水の質量の２
０％に相当する量の保湿剤を投入し、１時間撹拌し、かかる撹拌後の溶液の粘度が０．８
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～１０ｃＰ、好ましくは０．８～５ｃＰとなる保湿剤が、有利に用いられることとなる。
一方、難水溶性の保湿剤は、水中に分散すれば、保湿剤としての効果を発揮するものであ
るところ、難水溶性の保湿剤であっても、常温の水に、水の質量の２０％に相当する量の
保湿剤を投入し、１時間撹拌し、かかる撹拌後の溶液（水と保湿剤の混合物）をろ過し、
得られるろ液の粘度が上記範囲内にあるものが、有利に用いられる。以上のことより、本
発明において有利に用いられる保湿剤としては、グリセリン、ヒドロキシプロピルメチル
セルロース等のセルロース誘導体、ポリアクリル酸ナトリウム等の吸水性高分子、デキス
トリン等の多糖類、ポリビニルアルコール等のビニルアルコール系重合体、重量平均分子
量が５００００以上のポリエチレングリコール（ポリエチレンオキサイド）等を、挙げる
ことが出来る。
【００３３】
　また、本発明に従うコーテッドサンドにおける被覆層には、耐火性骨材よりも粒子径の
小さい、具体的には平均粒子径が０．１～２０μｍである球状粒子を、好ましくは平均粒
子径が０．５～１０．０μｍの球状粒子を、含有せしめてもよい。そのような所定の球状
粒子を被覆層に含有せしめることにより、鋳型造形に際しての成形型（成形キャビティ）
へのコーテッドサンドの充填性を、より有利に向上させることが可能となる。そのような
球状粒子の含有量は、被覆層における水ガラスの固形分の１００質量部に対して、０．１
～５００質量部であることが好ましく、より好ましくは０．３～３００質量部であり、更
に好ましくは０．５～２００質量部であり、最も好ましくは０．７５～１５０質量部であ
る。球状粒子の平均粒子径は、レーザ回折式の粒度分布測定装置等による測定される粒度
分布より、求めることが可能である。
【００３４】
　さらに、本発明において用いられる球状粒子は、球状を呈するものであればよく、必ず
しも真球状を呈することは必要とされないところ、通常、真球度が０．５以上であるもの
が、好ましくは０．７以上であるものが、更に好ましくは０．９以上であるものが、有利
に用いられることとなる。ここで、真球度とは、走査型電子顕微鏡観察において、単粒子
のものを無作為に１０個選択し、その投影形状から得られたアスペクト比（短径／長径の
比）の平均値を意味している。また、球状粒子を構成する材質については特に限定される
ものではないが、有利には、二酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化チタン等の球状粒子
が好適に用いられることとなる。
【００３５】
　加えて、本発明のコーテッドサンドにおいては、その被覆層中に、上述した界面活性剤
や保湿剤や球状粒子の他にも、必要に応じて、公知の各種の添加剤を適宜に含有せしめる
ことが可能である。
【００３６】
　なお、そのような添加剤としては、滑剤があり、特に、コーテッドサンドの砂表面に、
そのような滑剤を含有せしめて、存在させることが、望ましい。本発明においては、コー
テッドサンドを一定厚さに薄く平面展開させて、薄層の砂層を形成する必要があるために
、コーテッドサンドの流動性の向上させるべく、滑剤を添加するのが望ましいのである。
なお、滑剤は撥水性を有するため、乾態の砂層に水性媒体を散布した場合、従来のコーテ
ッドサンドであれば、滑剤の撥水性によって、乾態のコーテッドサンドと水性媒体とが馴
染み難くはなるが、本発明の構成であれば、滑剤の撥水性は界面活性剤による濡れ性によ
って抑えられるため、コーテッドサンドの流動性の向上と濡れ性の向上を同時に実現する
ことが可能である。
【００３７】
　また、上述せる、かかる滑剤の使用量としては、被覆層における水ガラスの固形分量の
１００質量部に対して、０．１～１０質量部であることが望ましく、中でも０．３～８質
量部が好ましく、特に０．５～５質量部であることが好ましい。なお、この含有せしめら
れる滑剤の量が少な過ぎると、上記した効果を有利に享受することが出来ない恐れがあり
、その一方、滑剤の量が多過ぎても、鋳型強度が低下することや、更には、費用対効果の



(11) JP 6841693 B2 2021.3.10

10

20

30

40

50

観点より得策ではない。
【００３８】
　本発明に用いられる滑剤としては、例えば、パラフィンワックス、合成ポリエチレンワ
ックス、モンタン酸ワックス等のワックス類；ステアリン酸アマイド、オレイン酸アマイ
ド、エルカ酸アマイド等の脂肪酸アマイド類；メチレンビスステアリン酸アマイド、エチ
レンビスステアリン酸アマイド等のアルキレン脂肪酸アマイド類；ステアリン酸、ステア
リルアルコール；ステアリン酸鉛、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステア
リン酸マグネシウム等のステアリン酸金属塩；ステアリン酸モノグリセリド、ステアリル
ステアレート、硬化油、黒鉛、二硫化モリブデン、タルク、雲母等を使用することが可能
である。これらの中でも、特にステアリン酸カルシウム等が好ましい。
【００３９】
　また、本発明においては、添加剤の一つとして、固形酸化物や塩も有利に用いられるこ
ととなる。それら固形酸化物や塩の含有によって、コーテッドサンドの耐湿性を有利に向
上せしめることが可能である。なお、固形酸化物としては、例えば、ケイ素、亜鉛、マグ
ネシウム、アルミニウム、カルシウム、鉛、ホウ素等の酸化物の使用が有効である。それ
らの中でも、特に、二酸化ケイ素、酸化亜鉛、酸化アルミニウム、酸化ホウ素の使用が望
ましい。また、二酸化ケイ素の中では、沈殿ケイ酸、発熱性ケイ酸が好ましく用いられる
。一方、塩としては、ケイフッ化塩、ケイ酸塩、リン酸塩、ホウ酸塩、四ホウ酸塩、炭酸
塩等を挙げることが出来、それらの中でも、炭酸亜鉛、塩基性炭酸亜鉛、メタホウ酸カリ
ウム、四ホウ酸ナトリウム、四ホウ酸カリウムの使用が望ましい。そして、これら固形酸
化物や塩は、コーテッドサンドの被覆層における水ガラスの固形分に対して、一般に、０
．５～５質量％程度の割合となるような量において、用いられるのである。
【００４０】
　さらに、その他の添加剤として、耐火性骨材と水ガラスとの結合を強化するカップリン
グ剤を含有せしめることも有効であり、例えば、シランカップリング剤、ジルコンカップ
リング剤、チタンカップリング剤等を用いることが出来る。加えて、パラフィン、ワック
ス、軽油、マシン油、スピンドル油、絶縁油、廃油、植物油、脂肪酸エステル、有機酸、
黒鉛微粒子、雲母、蛭石、フッ素系離型剤、シリコーン系離型剤等の離型剤も、使用可能
である。そして、これら各種の添加剤は、それぞれ、コーテッドサンドの被覆層における
水ガラスの固形分に対して、一般に、５質量％以下、好ましくは３質量％以下の割合とな
るような量において、被覆層に含有せしめられる。
【００４１】
　ところで、本発明に用いられる、常温流動性を有する乾態のコーテッドサンドを製造す
るに際しては、一般に、耐火性骨材に対して、粘結剤としての水ガラスを、界面活性剤や
必要に応じて用いられる添加剤と共に、混練乃至は混合せしめて、均一に混和し、かかる
耐火性骨材の表面を水ガラスにて被覆するようにすると共に、その被覆層に界面活性剤等
の添加剤を含有せしめ、そしてそのような水ガラスの水分を蒸散せしめることによって、
耐火性骨材の表面に、水ガラスや界面活性剤等を含む被覆層を形成せしめる手法が、採用
される。そのような手法において、被覆層の水分の蒸散は、水ガラスの固化乃至は硬化が
進む前に迅速に行われる必要があるところから、耐火性骨材に対して、水溶液の形態にあ
る水ガラスや添加剤を投入（混合）してから、一般には５分以内に、より好ましくは３分
以内に、含有水分を飛ばして、乾態の粉末状コーテッドサンドとすることが望ましい。か
かる蒸散の時間が長くなると、混和（混練）サイクルが長くなり、コーテッドサンドの生
産性が低下する他、水ガラスが空気中のＣＯ2 に触れる時間が長くなって、失活する等の
問題を生じる恐れが高くなるからである。
【００４２】
　また、上述したコーテッドサンドの製造工程において、水ガラス中の水分を迅速に蒸散
せしめるための有効な手段の一つとして、耐火性骨材を予め加熱しておき、それに、水溶
液の形態にある水ガラスや添加剤を混練乃至は混合して、混和せしめるようにする手法が
、好適に採用される。この予め加熱された耐火性骨材に、水ガラスや添加剤を混練乃至は
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混合せしめるようにすることによって、水ガラス中の水分は、そのような耐火性骨材の熱
にて、極めて迅速に蒸散せしめられ得ることとなるのであり、以て、得られるコーテッド
サンド中の水分量を効果的に低下せしめ得て、常温流動性を有する乾態の粉体が、有利に
得られることとなるのである。また、この際に水分を迅速に蒸散せしめるために、混練容
器に熱風を吹き込む方法や混練容器を加熱する方法、混練容器内を減圧する方法を採用す
ることも有効である。ここで、耐火性骨材の予熱温度としては、水ガラスの含有水分量や
その配合量等に応じて、適宜に選定されることとなるが、一般には１００～２００℃程度
の温度が、好ましくは１２０～１８０℃程度の温度が、採用される。この予熱温度が低過
ぎると、水分の蒸散を効果的に行うことが出来ず、乾燥に時間がかかるようになるところ
から、１００℃以上の温度を採用することが望ましいのであり、また予熱温度が高過ぎる
と、得られるコーテッドサンドの冷却時に、水ガラス成分の硬化が進み、加えて複合粒子
化が進行するようになるところから、コーテッドサンドとしての機能、特に、最終的に得
られる鋳型の強度等の物性に問題を生じるようになる。
【００４３】
　なお、本発明に用いられるコーテッドサンドにおいて、水ガラスを含む被覆層に含有せ
しめられる界面活性剤や、必要に応じて用いられる他の添加剤、例えば保湿剤や球状粒子
等は、予め水ガラスに混合した状態で耐火性骨材に添加し、混練してもよく、また混練時
に、水ガラスとは別個に、添加して混練してもよく、更には混練時に、水ガラスの投入と
の間に時間差を設けて投入し、混練してもよい。そのため、本発明に従うコーテッドサン
ドにおける被覆層は、例えば、水ガラスと界面活性剤等とが渾然一体となった状態におい
て、或いは耐火性骨材の表面から外方に向かって、水ガラスの固形分（不揮発分）の濃度
が漸次減少又は増加する一方で、界面活性剤等の添加剤の濃度は漸次増加又は減少するよ
うな状態において、構成されることとなる。
【００４４】
（積層造形方法）
　ところで、本発明に従う積層鋳型の製造方法は、上述の如くして得られたコーテッドサ
ンドを用いて、例えば、図１乃至図６に示される如くして実施されることとなる。即ち、
先ず、図１に示されるように、本発明において用いられる鋳型の造形装置には、平面形態
が四角形を呈する容器状の枠１０内において、上下方向に垂直にスライド可能な矩形のテ
ーブル１２が、配置されている。また、かかる造形装置は、図１乃至図３に示されるよう
に、枠１０の上方にそれぞれ位置せしめられた、コーテッドサンド１４を供給する貯留タ
ンク１６と、かかる貯留タンク１６の下部に設けられた吐出口１８からテーブル１２の上
面に供給されたコーテッドサンド１４を一定厚さに薄く平面展開させて、薄層の砂層２０
を形成する伸展部材２４と、インクジェット方式により所定の液体を砂層２０上の所定部
位に散布する、選択的散布手段としてのインクジェット散布装置２６と、発熱体として電
熱線３２が設けられたヒータ３０とを備えており、それらが、鋳型層製造の各工程に応じ
て選択的に切り替えられて、配置されるようになっている。
【００４５】
　そこにおいて、インクジェット散布装置２６は、図示しない記憶装置及び制御装置と共
に、図２に示される如く、砂層２０の上面に沿って移動可能なノズル２８を有しており、
使用する水性媒体が散布可能となっている。また、記憶装置には、各砂層２０において形
成される、所定の鋳型層３４（図５参照）の予め定められた二次元パターン（平面形状）
が画像信号として保管され、制御装置において、ノズル２８の動作を画像信号に応じて制
御しながら、各砂層２０に対して、所定の水性媒体を予め定められた平面形状（パターン
）において、噴出（散布）せしめ得るようになっている。なお、ここでは、各工程におけ
る機材の切り替えが自動で行われるようになっているが、勿論、手動や半自動方式にて、
その切り替えを行うようにすることも可能である。
【００４６】
　また、図３に示されるヒータ３０は、電熱線３２を発熱体として用いて、加熱し得るよ
うにしたものであるが、そのような電熱線３２のための発熱体としては、公知の各種のも
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のが適宜に選択されて、使用され得るところであり、例えば、金属発熱体（ニクロム線、
カンタル線、白金線等）の他、炭化ケイ素、二ケイ化モリブデン、ランタンクロマイト、
モリブデン、カーボン等を用いて、加熱することも可能である。なお、このヒータ３０と
しては、加熱可能な構成のものであれば特に限定されず、赤外線発生体やマイクロ波発生
体等を使用することも可能である。
【００４７】
　なお、上述せる実施形態において、インクジェット散布装置２６にて構成される選択的
散布手段は、所定の水性媒体を、砂層２０上の予め決められた位置に、選択的に散布せし
め得るようにした装置であって、有利には、例示の如きインクジェット方式の散布装置が
用いられることとなるが、その他、マスクを用いて、砂層２０の必要部位のみに、所定の
水性媒体を散布せしめるようにしたマスク方式の散布装置等も、適宜に採用可能である。
【００４８】
　そして、上述の如き装置を用いて、本発明に従って、目的とする積層鋳型を製造するた
めの一つの方法として、以下の如き製造手順が採用されて、鋳型層３４が製造され、更に
その鋳型層３４の積層一体化によって、三次元形状の積層鋳型３６（目的とする鋳型）が
形成されることとなるのである。
【００４９】
＜第一工程＞
　先ず、製造前の段階においては、造形装置の枠１０の上面とテーブル１２の上面が同一
平面上に位置せしめられている。そして、造形工程が始まると、テーブル１２が砂層２０
の一層の高さ分、下方へスライドさせられる。次いで、貯留タンク１６に蓄えられたコー
テッドサンド１４が、吐出口１８からの供給量をコントロールされながら、テーブル１２
上にほぼ均一な厚さで満遍なく撒かれるように、供給される［図１（ａ）の状態］。この
とき、砂層２０の一層あたりの高さは、テーブル１２が下方へスライドした距離に対応し
た段差、例えば０．３ｍｍの段差として形成される。なお、この段差は、積層される層ご
とに、常に均一な高さとなるように形成され、一般に、０．１ｍｍ～３ｍｍ程度の段差と
されることが望ましい。
【００５０】
　そして、かかるテーブル１２上へのコーテッドサンド１４の供給が終わると、枠１０の
上面に沿って伸展部材２４を水平方向に移動させて、余分なコーテッドサンド１４が掻き
取られる。これにより、テーブル１２上に薄く平面展開された砂層２０が、所定厚さにお
いて形成されることとなるのである［図１（ｂ）の状態］。
【００５１】
＜第二工程＞
　次いで、図２に示されるように、砂層２０に向かって、インクジェット散布装置２６の
ノズル２８から、液滴、液状又は霧状の水性媒体２２が、予め定められた平面形状におい
て微小領域ごとに噴霧される。ここで、かかる定められた平面形状とは、製造される鋳型
の形状を砂層の肉厚分ほどの等間隔で複数の領域に水平方向に分割したものであって、製
造される鋳型に応じて、砂層ごとに、下の方から順番に、各層の平面形状に基づいて、水
性媒体２２が噴霧されるのである。これは、例えば、製品形状のＣＡＤデータから砂型の
形状データを得て、これを砂層の肉厚毎の断面形状データにすることで、各層の予め定め
られた平面形状を設定することが出来る。なお、このインクジェット散布装置２６におい
て、水性媒体２２を噴射するノズル２８のノズル径は、例えば２０～１００μｍ程度と、
極めて小径とされているが、噴出せしめられる液体は水性媒体であるところから、ノズル
詰まり等の問題が惹起されるようなこともないのである。
【００５２】
　このようにして、砂層２０の特定領域に噴霧された水性媒体２２によって、コーテッド
サンド１４を湿らせることにより、コーテッドサンド１４における被覆層の水ガラスが、
水性媒体２２に溶け出した状態で耐火性骨材を覆い、かかる水ガラスが砂粒間に凝集する
ようになる。このとき、コーテッドサンド１４は、水ガラスと界面活性剤を含有している
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ため、かかる界面活性剤にて水分の濡れ性が向上せしめられることにより、乾態のコーテ
ッドサンドに液体が馴染み易くなり、以てコーテッドサンドへの水性媒体の浸透を速く行
うことが出来るのである。これにより、水性媒体の散布量を、必要最低限まで少なくする
ことが出来ることとなる。
【００５３】
　ここで、水性媒体２２の散布方法としては、多くなり過ぎない程度にコーテッドサンド
１４を濡らすように、砂層２０に適量の水性媒体２２を散布することが出来るものであれ
ば、その方法は特に限定されるものではなく、例えば、水性媒体を噴射せしめる方式の他
、水性媒体を滴下したり、霧吹き器等を用いて水性媒体を霧状に散布したりする方式等が
、適宜に採用される。
【００５４】
　また、水性媒体２２にてコーテッドサンド１４を湿らせた後に、乾燥させる必要がある
ため、その散布する水性媒体２２は、常温乃至常温より高い温度であることが望ましい。
このため、水性媒体の温度は、一般に、２０～１００℃程度、より好ましくは３０～９５
℃程度の温度範囲であることが望ましい。なお、水性媒体の蒸気を用いる場合は、８０～
１００℃の蒸気であることが好ましい。
【００５５】
　なお、本発明において、水性媒体２２としては、代表的には水が用いられ、そしてその
ような水は、純水、水道水、蒸留水、工業用水等、ゴミや塵等が混入していなければ、特
に限定されないが、純水若しくは蒸留水の方が、ノズルの詰まりの防止という点からして
望ましい。また、水性媒体２２中には、界面活性剤を添加しておくことが好ましい。水性
媒体２２中に界面活性剤を添加することにより、コーテッドサンド１４中に含有する界面
活性剤の濡れ性の向上に加え、水性媒体２２中の界面活性剤の作用によって、コーテッド
サンド１４への相溶性が更に向上する。なお、この水性媒体２２中に添加される界面活性
剤は、特に限定されないが、コーテッドサンド１４中に含有せしめられる界面活性剤と同
一のものを用いると、相溶性が向上して、特に好ましい。
【００５６】
　さらに、かかる水に、硬化剤や硬化促進剤として酸やエステルを含有させてもよく、そ
の中で、酸としては、硫酸、塩酸、炭酸、スルホン酸類が好ましく、エステルとしては、
γ－ブチロラクトン、ε－カプロラクトン等のラクトン類や、エチレングリコールジアセ
テート、トリアセチン、ジエチレングリコールジアセテート、トリエチレングリコールジ
アセテート等の炭素数１～１０のアルコールと炭素数１～１０のカルボン酸から導かれる
エステル類が好ましい。このときの炭素数１～１０のアルコールは、一価又は多価であっ
てもよい。また、上記の保湿剤、更に有機溶剤である、メタノール等のアルコール類やア
セトン、ジアセトンアルコール等のケトン類の如き乾燥促進剤、ロンザジャパン株式会社
製のＰＲＯＸＥＬ　ＧＸＬ（１，２－ベンゾイソチアゾール－３（２Ｈ）－オン）やＰＲ
ＯＸＥＬ　ＩＢ（ポリヘキサメチレンビグアニジン）等の防腐剤を少量添加含有させるこ
とも可能である。その場合において、水性媒体の粘度としては、粘度が高くなるとノズル
からの詰まり等の問題が発生するため、一般に０．１～５０ｃＰであればよく、特に０．
３～４０ｃＰがより望ましい。更に、砂層２２に水性媒体２２が馴染み易くするために、
表面張力が１５～５０ｍＮ／ｍであればよく、２０～４０ｍＮ／ｍがより望ましい。
【００５７】
＜第三工程＞
　水性媒体２２を散布した後の砂層２０に対しては、その上方に一定間隔を隔てて、電熱
線３２が設けられたヒータ３０を配置せしめ、かかるヒータ３０の熱にて、砂層２０を加
熱することにより、湿ったコーテッドサンド１４の乾燥が、行われる（図３の状態）。こ
れにより、第二工程において水性媒体２２でコーテッドサンド１４を湿らせて、被覆層の
水ガラスを溶かし、相互に付着せしめた状態から、第三工程において湿らせたコーテッド
サンド１４の水分を蒸発させて、水ガラスが付与された耐火性骨材が、相互に結合した状
態において、固化又は硬化せしめられることにより、一つの鋳型層３４が形成されること
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となるのである。更に、水性媒体２２で湿った部分は、湿っていない部分よりも熱の伝導
性がよくなるため、加熱を行うことで、コーテッドサンド１４の水性媒体２２で湿らせた
部分のみを効率よく固化又は硬化させることが出来ることとなる。また、コーテッドサン
ド１４の濡れ性の向上により、水性媒体の散布量が必要最小限に少なくすることが出来る
ため、加熱時間が少なくて済み、加熱による歪みも抑えることが出来る。更に、水性媒体
の散布から加熱時間までの時間を短縮させ、成形サイクルを短くすることが出来る。この
とき、ヒータ３０による加熱は、コーテッドサンド１４を乾燥させて、固化又は硬化する
ものであるところから、砂層２０を３０～１８０℃程度に、好ましくは６０～１５０℃、
より好ましくは８０～１４０℃、更に好ましくは１００～１２０℃程度に、加熱すること
が出来ればよく、これによって砂層２０内で温度差があまり生じないので、硬化した砂層
（２０）の反り等を効果的に抑えることが出来る。また、このときの加熱温度が１００℃
程度と、低い温度で固化又は硬化が出来ることから、従来のコーテッドサンドを高温に加
熱する（２００～３００℃程度）ことによって発生する臭気も効果的に抑えることが出来
るのである。このため、ヒータ３０も、高出力である必要がなく、加熱のためのエネルギ
ー消費量も少なくて済む等の特徴を発揮する。
【００５８】
　ここで、砂層２０を加熱して乾燥する際に、加熱空気の雰囲気中で行うことにより、か
かる乾燥を促進することが出来る。なお、他の方法として、二酸化炭素又はガス化したエ
ステルを含む雰囲気中において、或いは窒素等の不活性ガスの雰囲気中で加熱・乾燥を行
うことにより、硬化を促進させることが出来る。そして、上記した促進手段を実施する方
法としては、所定の気体の雰囲気中で加熱・乾燥を行い得ることとなるのであれば、特に
限定されないが、例えば装置内を密封状態として、内部の雰囲気を加熱空気、二酸化炭素
、ガス化したエステル又は不活性ガスに置換し、その置換された雰囲気下で、造形を行う
等の手法がある。また、装置内を加熱温調することも可能である。
【００５９】
　また、加熱と同時に、又は加熱と前後して、空気、加熱空気、過熱水蒸気、炭酸ガス、
ガス化したエステル又は不活性ガス等の気体を吹きかけたり、又は通気するようにしても
よい。更に、気体を流動させることにより、コーテッドサンド１４の乾燥を促進させるこ
とが出来る。なお、気体を吹きかけたり、又は通気する方法としては、コーテッドサンド
１４が、吹きかけられる気体や通気によって吹き飛ばされないようにして実施することが
出来る手法であれば、特に限定されないが、例えば、積層した部分の上部に設置された噴
出口からガスを吹きかけたり、或いは装置内部の雰囲気を循環させたりすることで、通気
させる方法等がある。
【００６０】
　さらに、装置内で水蒸気が残留することを防ぐために、装置内の気体を吸引して、系外
へ排気させる工程が含まれていてもよい。なお、気体の吸引は、第三工程で砂層を加熱し
て乾燥した後に行うことが好ましいが、各工程に悪影響を及ぼさない限り、第三工程の期
間中や全工程の間中に行ってもよい。
【００６１】
＜繰り返し工程＞
　そして、上記した第一工程、第二工程、第三工程からなる一連の鋳型層３４形成工程を
一つのターン（サイクル）として、引き続き、テーブル１２を更に砂層一層分の高さ分、
下方へスライドさせた後（図４の状態）、かかる鋳型層３４の形成工程のターンが繰り返
されることにより、既に形成されている一つの鋳型層３４の上に、新たな鋳型層３４が一
体的に形成されて、積層構造が実現されるのである。更に、このような鋳型層３４の形成
を何度か繰り返すことで、鋳型層３４が順次積層一体化せしめられ（図５の状態）、以て
適数層の鋳型層３４にて構成される、所望の三次元形状の積層鋳型３６が製造されるので
ある。このとき、コーテッドサンドの水分への濡れ性のよさにより、積層における各層の
硬化のばらつきがなく安定して行われるため、形成される各層間の強度が強くなり、鋳型
の強度が有利に向上せしめられ得るのである。その後、造形装置（枠１０）から、固化乃
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至硬化せしめられていない砂を取り除くことにより、目的とする鋳型（３６）が、取り出
されることとなる（図６の状態）。また、得られた鋳型（３６）は、強度のばらつきを抑
えるために、更に二次焼成を行ってもよい。この二次焼成の条件としては、１００～２０
０℃、好ましくは１２０～１８０℃に加熱された恒温槽内で、５分～２時間、好ましくは
１０分～１時間の間で行われる。
【００６２】
　なお、上記した第一工程、第二工程、第三工程を含む鋳型層形成工程においては、各工
程における機材の切り替えが自動で行われるようになっているが、勿論、手動や半自動方
式にて、その切り替えを行うようにしても、何等差し支えない。
【実施例】
【００６３】
　以下に、幾つかの実施例を用いて、本発明を更に具体的に明らかにすることとするが、
本発明が、そのような実施例の記載によって、何等限定的に解釈されるものでないことが
理解されるべきである。なお、以下の実施例や比較例において、「％」及び「部」は、特
に断りのない限りにおいて、何れも、質量基準にて示されている。また、実施例や比較例
で得られたコーテッドサンド（ＣＳ）の水分量、水の浸透性、抗折強度、破断状態の評価
は、それぞれ、以下のようにして行った。
【００６４】
　－水ガラスの固形分に対する水分量の測定－
　空焼して秤量したるつぼに、各ＣＳを１０ｇ秤量して収容し、９００℃にて１時間曝熱
した後の質量減少量（％）を用いて、ＣＳ中の水分量と有機分量との合計量［以下、「（
水分＋有機分）量）」と示し、「Ｗ１」とする。］を、下記の式（１）より算出する。こ
こで、有機分量とは、界面活性剤及びその他の液状の添加剤（以下、有機分という）の合
計量である。なお、秤量は、小数点以下第４位まで計測する。次に、ＣＳに対する水ガラ
スの固形分量（Ｂ１）を、下記の式（２）を用いて算出する。そして、ＣＳ中の（水分＋
有機分）量（Ｗ１）と、ＣＳに対する水ガラスの固形分量（Ｂ１）と、水ガラスの固形分
の１００部に対する有機分の添加量（Ａ）と、後述する手法に従って測定される有機分に
おける固形分率（Ｃ）より、水ガラスの固形分量に対する水分量（被覆層における水ガラ
スの固形分量に対するＣＳの水分量：Ｗ２）を、下記の式（３）を用いて算出する。以上
の如くして算出されたＷ２が、下記表１においては、「含水分量（質量％）」として示さ
れている。
　　Ｗ１＝［（Ｍ１－Ｍ２）／Ｍ３］×１００　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
　　　［Ｗ１：ＣＳ中の（水分＋有機分）量（％）、Ｍ１：焼成前のるつぼとＣＳの合計
　　　　質量（ｇ）、Ｍ２：焼成後のるつぼとＣＳの合計質量（ｇ）、Ｍ３：焼成前のＣ
　　　　Ｓの質量（ｇ）］
　　Ｂ１＝［Ｂ２／（１００＋Ｂ２）］×（１００－Ｗ１）　　　　　　　・・・（２）
　　　［Ｂ１：ＣＳに対する水ガラスの固形分量（％）、Ｂ２：砂の１００部に対して添
　　　　加した水ガラスの固形分量（部）、Ｗ１：ＣＳ中の（水分＋有機分）量（％）］
　　Ｗ２＝［（Ｗ１／Ｂ１）×１００］－（Ａ×Ｃ／１００）　　　　　　・・・（３）
　　　［Ｗ２：被覆層における水ガラスの固形分量に対するＣＳの水分量（％）、Ｗ１：
　　　　ＣＳ中の（水分＋有機分）量（％）、Ｂ１：ＣＳに対する水ガラスの固形分量（
　　　　％）、Ａ：水ガラスの固形分の１００部に対する有機分の添加量（部）、Ｃ：Ｃ
　　　　Ｓ中の有機分における固形分率（％）］
【００６５】
－有機分における固形分率の測定－
　先ず、界面活性剤及びその他の液状添加剤からなり、それらの配合割合が、砂（耐火性
骨材）に対する添加割合と同様である試料を調製する。次いで、アルミ箔製皿（縦：９０
ｍｍ、横：９０ｍｍ、高さ：１５ｍｍ）内に、先に調製した試料の１０ｇを収容して秤量
し、１８０±１℃に保持した加熱板上にアルミ箔製皿を載置し、２０分間放置した後、デ
シケータ中で放冷する。そして、かかる放冷後のアルミ箔製皿の秤量を行い、下記の式（
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４）より、有機分における固形分率（Ｃ）を算出する。
　　Ｃ＝［乾燥後のアルミ箔製皿の質量（ｇ）／乾燥前のアルミ箔製皿の質量（ｇ）］
　　　　　×１００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４）
【００６６】
－抗折強度の測定－
　各ＣＳを用いて積層造形して得られた、幅：１．０ｃｍ×高さ：１．０ｃｍ×長さ：６
．０ｃｍの大きさの試験片について、積層方向に垂直に荷重をかけて、その破壊荷重を、
測定器（高千穂精機株式会社製：デジタル鋳物砂強度試験機）を用いて、測定する。そし
て、この測定された破壊荷重を用いて、抗折強度を、下記の式（５）により、算出する。
　　抗折強度（Ｎ／ｃｍ2 ）＝１．５×ＬＷ／ａｂ2                     ・・・（５）
　　　［Ｌ：支点間距離（ｃｍ）、Ｗ：破壊荷重（Ｎ）、ａ：試験片の幅（ｃｍ）、ｂ：
　　　　試験片の厚み（ｃｍ）］
【００６７】
－コーテッドサンドにおける水の浸透性の評価－
　外径：１０ｍｍφ、内径：９ｍｍφのガラスの筒にコットンを詰め、簡易的なカラムを
作製する。その中に、ＣＳを２２ｇ入れ、１分間振動させることで、密充填させる。次い
で、この砂充填のカラムに、浸透させる液体（水）を２ｇ入れ、充填した砂の上面から２
０ｍｍのところまで液体が浸透してきたら、測定を開始する。この測定開始から５分後に
、かかる２０ｍｍの位置から更に浸透した距離（ｍｍ）を測定して、その距離を浸透量と
する。
【００６８】
－抗折強度の破断状態の観察－
　上記の抗折強度を測定した後に、その破断面を目視にて観察して、以下の基準にて評価
する。
　層間剥離：積層面と同じ方向に試験片が割れる現象が見られた。
　剥離無し：積層面と同じ方向に試験片が割れる現象が見られなかった。
なお、層間剥離は、積層した際の層間の強度が弱い場合に発生する現象であって、十分に
液が浸透していないために発生するものである。
【００６９】
－乾態ＣＳの製造例１－
　耐火性骨材として、市販の鋳造用人工砂であるルナモス＃１１０（商品名：花王クエー
カー株式会社製）を準備すると共に、粘結剤たる水ガラスとして、市販品：２号ケイ酸ナ
トリウム（商品名：富士化学株式会社製、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比：２．５、固形成
分：４１．３％）を準備した。そして、上記のルナモス＃１１０を約１８０℃の温度に加
熱した後、ワールミキサー（遠州鉄工株式会社製）に投入し、更に、前記水ガラスを、ル
ナモス＃１１０の１００部に対して７．２６部（固形成分：３．０部）の割合で添加した
後、陰イオン性界面活性剤（アニオン性界面活性剤）として市販品：オルフィンＰＤ－３
０１（商品名：日信化学工業株式会社製）を用い、これを、ルナモス＃１１０の１００部
に対して０．０３部（水ガラスの固形分１００部に対して１部）の割合で添加して、３分
間の混練を行うことにより、水分を蒸発せしめる一方、砂粒塊が崩壊するまで撹拌混合せ
しめ、更にステアリン酸カルシウムの０．０３部を加えて、撹拌混合せしめた後に取り出
すことにより、常温流動性を有する乾態のＣＳ１を得た。かかる混練後のＣＳ１の含水分
量を算出したところ、被覆層における水ガラスの固形分量の２８質量％に相当する量であ
った。
【００７０】
－乾態ＣＳの製造例２－
　アニオン性界面活性剤の添加量を０．１２部（水ガラスの固形分１００部に対して４部
）としたこと以外は、上記製造例１と同様の手順に従って、常温流動性を有する乾態のコ
ーテッドサンド：ＣＳ２を得た。その得られたＣＳ２の含水分量を算出したところ、被覆
層における水ガラスの固形分量の２９質量％に相当する量であった。
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【００７１】
－乾態ＣＳの製造例３－
　アニオン性界面活性剤の添加量を０．３部（水ガラスの固形分１００部に対して１０部
）としたこと以外は、上記製造例１と同様の手順に従って、常温流動性を有する乾態のコ
ーテッドサンド：ＣＳ３を得た。その得られたＣＳ３の含水分量を算出したところ、被覆
層における水ガラスの固形分量の３０質量％に相当する量であった。
【００７２】
－乾態ＣＳの製造例４－
　界面活性剤として、市販品のシリコーン系界面活性剤：ＫＦ６４３（商品名：信越化学
工業株式会社製）を用いて、これを、耐火性骨材（ルナモス＃１１０）の１００部に対し
て０．０９部（水ガラスの固形分１００部に対して３部）の割合で添加したこと以外は、
上記製造例１と同様の手順に従って、常温流動性を有する乾態のコーテッドサンド：ＣＳ
４を得た。その得られたＣＳ４の含水分量を算出したところ、被覆層における水ガラスの
固形分量の２９質量％に相当する量であった。
【００７３】
－乾態ＣＳの製造例５－
　界面活性剤として、市販品の非イオン性界面活性剤：Surfynol４８５（商品名：日信化
学工業株式会社製）を用いて、これを、耐火性骨材（ルナモス＃１１０）の１００部に対
して、０．１２部（水ガラスの固形分１００部に対して４部）の割合で添加したこと以外
は、上記製造例１と同様の手順に従って、常温流動性を有する乾態のコーテッドサンド：
ＣＳ５を得た。その得られたＣＳ５の含水分量を算出したところ、被覆層における水ガラ
スの固形分量の２９質量％に相当する量であった。
【００７４】
－乾態ＣＳの製造例６－
　粘結剤の水ガラスとして、市販品：１号ケイ酸ナトリウム（商品名：富士化学株式会社
製、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比：２．１、固形成分：４８．５％）を用い、また、その
添加量を、耐火性骨材（ルナモス＃１１０）の１００部に対して６．１９部（固形成分：
３．０部）としたこと以外は、上記製造例２と同様の手順に従って、常温流動性を有する
乾態のコーテッドサンド：ＣＳ６を得た。そして、その得られたＣＳ６の含水分量を算出
したところ、被覆層における水ガラスの固形分量の３１質量％に相当する量であった。
【００７５】
－乾態ＣＳの製造例７－
　粘結剤の水ガラスとして、市販品：３号ケイ酸ナトリウム（商品名：富士化学株式会社
製、ＳｉＯ2 ／Ｎａ2Ｏ のモル比：３．２、固形成分：３８％）を用い、また、その添加
量を、耐火性骨材（ルナモス＃１１０）の１００部に対して７．８９部（固形成分：３．
０部）としたこと以外は、上記製造例２と同様の手順に従って、常温流動性を有する乾態
のコーテッドサンド：ＣＳ７を得た。その得られたＣＳ７の含水分量を算出したところ、
被覆層における水ガラスの固形分量の３０質量％に相当する量であった。
【００７６】
－乾態ＣＳの製造例８－
　界面活性剤を添加しないこと以外は、上記製造例２と同様の手順に従って、常温流動性
を有する乾態のコーテッドサンド：ＣＳ８を得た。その得られたＣＳ８の含水分量を算出
したところ、被覆層における水ガラスの固形分量の２９質量％に相当する量であった。
【００７７】
－乾態ＣＳの製造例９－
　界面活性剤を添加しないこと以外は、上記製造例６と同様の手順に従って、常温流動性
を有する乾態のコーテッドサンド：ＣＳ９を得た。その得られたＣＳ９の含水分量を算出
したところ、被覆層における水ガラスの固形分量の３１質量％に相当する量であった。
【００７８】
－乾態ＣＳの製造例１０－
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　界面活性剤を添加しないこと以外は、上記製造例７と同様の手順に従って、乾態のコー
テッドサンド：ＣＳ１０を得た。その得られたＣＳ１０の含水分量を算出したところ、被
覆層における水ガラスの固形分量の２９質量％に相当する量であった。
【００７９】
　次いで、上記で得られた乾態のＣＳ１～１０を用いて、それぞれ、実施例１～７及び比
較例１～３において、前述の浸透性の評価を実施し、それらの結果を表１に示す一方、そ
れぞれのＣＳから積層鋳型を造形して、その強度を評価した。
【００８０】
－実施例１－
　先に準備したＣＳ１を用いて、積層鋳型製造装置により、図１～図５に示される実施形
態に従って、所定の積層鋳型の造形を行った。即ち、先ず、第一工程で、テーブル（１２
）を０．３ｍｍ下方へスライドさせた後、ＣＳ１を、かかるテーブル（１２）上に薄く平
面展開して砂層（２０）を形成し、次いで第二工程において、２０３ｍｍ×２５４ｍｍの
予め定められた平面形状を与えるように、その微小領域ごとに、霧状の水性媒体（２２）
を、インクジェット方式にて噴霧することにより、そのような水性媒体（２２）の噴霧さ
れた領域の砂層（２０）部位を湿らした。その後、ヒータ（３０）としてハロゲンランプ
を用いて、所定の平面形状部位を加熱して、硬化乃至は固化を行い、かかる部位に対応し
た形状の鋳型層（３４）を得た。なお、そこで用いた水性媒体（２２）は、水９３質量％
、保湿剤６質量％、界面活性剤１質量％の組成を有するもの（粘度１．１ｍＰａ・ｓ／２
５℃、表面張力３１．５ｍＮ／ｍ）であり、２５℃の温度で用いられた。
【００８１】
　そして、以上の第一工程及び第二工程からなる一連の工程を１つのターンとして、積層
形成された鋳型（造形物３６）の肉厚（高さ）が１０ｍｍになるまで、鋳型層（３４）の
積層造形操作を繰り返し行った。その後、かかる積層鋳型製造装置から、固化乃至硬化し
ていないＣＳ１を取り除いて、造形物（３６）を取り出し、１５０℃の温度で１０分間焼
成を施すことにより、目的とする積層鋳型（３６）を製造した。そして、この得られた積
層鋳型の抗折強度及び破断状態の観察を行い、その結果を、下記表１に示した。
【００８２】
－実施例２～７、比較例１～３－
　ＣＳ１をそれぞれＣＳ２～１０に代えて、実施例１と同様にして、鋳型の積層造形を行
い、その得られた造形物を、１５０℃の温度で１０分間焼成を施すことにより、目的とす
る積層鋳型（３６）を製造した。そして、その得られた積層鋳型の抗折強度及び破断状態
の観察を行い、その結果を、下記表１に示した。
【００８３】
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【表１】

【００８４】
　かかる表１の結果より、実施例１～７においては、コーテッドサンドにおける水の浸透
性が向上していることが認められる。そして、これにより、積層造形時の各層の形成時に
、水性媒体がムラなく行き亘ることで、安定した層の形成を行い得ると共に、実施例１～
７の破断状態からも、層間の強度を向上させることが出来、曲げ強度をみても、鋳型全体
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【符号の説明】
【００８５】
　１０　枠　　　　　　　　　　　　　　１２　テーブル
　１４　コーテッドサンド　　　　　　　１６　貯留タンク
　１８　吐出口　　　　　　　　　　　　２０　砂層
　２２　水性媒体　　　　　　　　　　　２４　伸展部材
　２６　インクジェット散布装置　　　　２８　ノズル
　３０　ヒータ　　　　　　　　　　　　３２　電熱線
　３４　鋳型層　　　　　　　　　　　　３６　造形物（積層鋳型）
                                                                                

【図１】 【図２】

【図３】
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